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Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ（
国
別
報
告

事
項・国
別
報
告
書
）

の
概
要

⑴　
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動

13
最
終
報
告
書
お
よ
び
日
本
に

お
け
る
制
度
概
要

Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
に
関
す
る
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
13

最
終
報
告
書
と
日
本
に
お
け
る
制
度
の
概

要
は
、
図
表
１
の
と
お
り
で
あ
る
。
日
本

に
お
け
る
制
度
は
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
13
最
終

報
告
書
の
内
容
に
お
お
む
ね
準
拠
し
て
い

る
も
の
の
、
主
な
違
い
と
し
て
適
用
開
始

時
期
の
若
干
の
遅
れ
が
挙
げ
ら
れ
る
。
Ｅ

Ｕ
加
盟
国
や
一
部
の
国
な
ど
は
適
用
開
始

年
度
が
日
本
よ
り
も
約
１
年
早
か
っ
た
こ

と
も
あ
り
、
12
月
・
１
月
・
２
月
決
算
法

第1章
業
務
効
率
化
、税
務
リ
ス
ク
の
低
減
に
向
け
た

Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
の
作
成
プ
ロ
セ
ス
構
築
と

リ
ス
ク
分
析
の
ポ
イ
ン
ト

（図表2）　日本親会社の対象年度と提出期限
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2017年3月期の多国籍企業グループの総収入金
額≧1,000億円

⇒2018年3月期の国別報告事項の提出が必要

2016年12月期の多国籍企業グループの
総収入金額≧1,000億円

⇒2017年12月期の国別報告事項の提出が必要

「国別報告事項」および
「事業概況報告事項」

提出期限

「国別報告事項」および
「事業概況報告事項」

提出期限

NOW

NOW

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
13
最
終
報
告
書
に
基
づ
き
、
日
本
に

お
い
て
も
、
平
成
28
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
直
前
会
計
年
度
の
連

結
総
収
入
金
額
が
１
、０
０
０
億
円
以
上
の
多
国
籍
企
業
グ
ル
ー
プ

は
、
国
別
報
告
事
項（Country by Country Report

、
以
下

「
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
」と
い
う
）を
最
終
親
会
計
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら

１
年
以
内
に
電
子
申
告（
ｅ
─
Ｔ
ａ
ｘ
）に
よ
り
提
出
す
る
こ
と
が
義

務
づ
け
ら
れ
た
。
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
13
適
用
初
年
度
に
お
い
て
は
、
手

探
り
の
対
応
で
そ
の
作
成
・
提
出
に
想
定
以
上
に
苦
労
し
、
次
年
度

以
降
に
多
く
の
課
題
が
残
っ
た
日
系
企
業
も
少
な
く
な
い
の
で
は
な

い
だ
ろ
う
か
？　
第
１
章
で
は
、
毎
年
作
成
・
提
出
が
必
要
と
な
る

Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
と
い
う
新
た
な
税
務
業
務
を
最
大
限
効
率
化
す
る
た
め
の

作
成
プ
ロ
セ
ス
の
構
築
・一
部
自
動
化
に
む
け
た
取
組
み
と
と
も
に
、

将
来
の
税
務
リ
ス
ク
の
軽
減
の
た
め
の
事
前
の
リ
ス
ク
分
析
の
必
要

性
に
つ
い
て
解
説
す
る
。

ま
た
、近
年
パ
ナ
マ
文
書
や
パ
ラ
ダ
イ
ス
文
書
等
を
契
機
と
し
て
、

企
業
の
税
務
戦
略
と
レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
リ
ス
ク
と
の
関
係
が
よ
り

密
接
と
な
る
と
と
も
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
国
で「
税
の
透
明
性
」の
強
化

が
叫
ば
れ
て
い
る
。
各
国
で
税
務
当
局
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
急
速
に
進

行
し
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
13
や「
税
の
透
明
性
」の
強
化
と
い
う
全
世
界

的
な
潮
流
に
伴
い
、
税
務
当
局
は
自
国
だ
け
で
は
な
く
、
グ
ロ
ー
バ

ル
な
観
点
で
の
可
視
性
も
獲
得
し
つ
つ
あ
る
。
本
社
が
グ
ル
ー
プ
全

体
の
税
務
状
況
の
可
視
化
や
各
社
の
税
務
状
況
の
分
析
が
で
き
て
い

な
い
場
合
、
今
後
さ
ま
ざ
ま
な
税
務
リ
ス
ク
に
さ
ら
さ
れ
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
か
ら
、
税
務
当
局
と
同
等
レ
ベ
ル
で
の
可
視
化
お
よ
び

事
前
の
リ
ス
ク
評
価
を
含
め
た
グ
ロ
ー
バ
ル
税
務
管
理
体
制
の
構
築

が
不
可
避
と
な
っ
て
い
る
。
第
２
章
で
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
タ
ッ
ク
ス

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
体
制
構
築
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
を
解
説
す
る
。

な
お
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
筆
者
の
私
見
で
あ
り
、
弊

法
人
と
し
て
の
公
式
見
解
で
は
な
い
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
お
断
り
す

る
。

人
に
お
い
て
は
、
１
年
前
倒
し
の
対
応
と

し
て
、
２
０
１
７
年
３
月
31
日
ま
で
に

「
最
終
親
会
社
等
届
出
事
項
」を
提
出
の
う

え
、
２
０
１
６
年
12
月
期
・
２
０
１
７
年

１
月
期
・
２
０
１
７
年
２
月
期
に
係
る
国

別
報
告
事
項
に
つ
き
、（
日
本
に
お
け
る
提

出
義
務
は
な
い
も
の
の
）自
主
的
な
提
供

を
行
っ
た
企
業
も
少
な
く
な
い
。
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
行
動
13
適
用
２
年
目
に
お
け
る
日
本
の

最
終
親
会
社
に
お
け
る
対
象
年
度
・
提
出

期
限
に
つ
い
て
は
図
表
２
の
と
お
り
で
あ

る
。


